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 『事業年度に生じた欠損金に対しての税制措置を知りたい』 
 

欠損金の繰越控除制度、繰戻還付制度 

 
 

 

 

 
 
１．欠損金の繰越控除 
対象となる方 

青色申告書を提出する法人 

 

措置の内容 

事業年度に欠損金が生じた場合、翌年度以後9年間は、所得金額からその欠損金を損金に算

入する形で順次繰り越して控除することができます。9年間の繰越控除は平成20年4月1日以後に開

始した事業年度に生じた欠損金について適用されます。なお、資本金５億円以上の法人等の１０

０％子法人等以外の資本金１億円以下の法人企業（中小企業）、協同組合等は、各事業年度の

所得金額に相当する金額まで欠損金を損金に算入することができます。 

 

手続きの流れ 

確定申告書等に必要事項を記載し、最寄りの税務署に申告します。（欠損の生じた事業

年度において青色申告書を提出し、かつ、その後において連続して確定申告書を提出するこ

とが必要です。） 

 

２．欠損金の繰戻還付 

対象となる方 

青色申告書を提出する資本金1億円以下の中小企業等 
※資本金5億円以上の法人等の100％子法人等は欠損金の繰戻還付の適用ができません。 

 

措置の内容 

事業年度に欠損金が生じた場合、当事業年度の欠損金額を前事業年度の所得金額で除した 

値に、前事業年度の法人税額を乗じて得た金額の還付を受けることができます。  

 

手続の流れ 

還付を受けようとする法人税の額、その計算の基礎その他の必要事項を記載した還付請

求書を最寄りの税務署に提出します。 

 

適用期間 

平成21年2月1日以後平成28年3月31日までに終了する各事業年度 

 

 

事業年度に生じた欠損金について、翌年度以降9年間にわたり所得金額から繰越控除することが

できます。また、資本金1億円以下の中小企業等は、欠損金の1年間の繰戻還付を受けることがで

きます。 

お問い合わせ先 
国税庁、国税局（事務所）または税務署の税務相談窓口 

中小企業庁 財務課 TEL：03-3501-5803 

 『商業・サービス業等の事業者が設備投資を行う場合の税制措置を知りたい』 
 

商業・サービス業・農林水産業活性化税制 
                                   

                                

                                   

                                   

 
対象となる方 

青色申告書を提出する資本金1億円以下の法人企業（中小企業）等、従業員が１０００人以下の
個人（税法上の中小企業者等）で以下の事業を営む者 
＜税制の対象となる事業＞ 
・ 卸売業、小売業、情報通信業、一般旅客自動車運送業、道路貨物運送業、倉庫業、
港湾運送業、こん包業、損害保険代理業、不動産取引業、不動産賃貸業・管理業、物品
賃貸業、専門サービス業、広告業、技術サービス業、宿泊業、飲食店業、洗濯・理容・美容・
浴場業、その他の生活関連サービス業、社会保険・社会福祉・介護事業、サービス業（教育・
学習支援業、映画業、協同組合、他に分類されないサービス業（廃棄物処理業、自動車整
備業、機械等修理業、職業・労働者派遣業、その他の事業サービス業））、農業、林業、漁業 

※風俗営業法上の風俗営業に該当する事業のうち、旅館業、ホテル業は対象になりますが、料亭、バー、キャバレー、ナ

イトクラブその他これらに類する事業については、生活衛生同業組合の組合員が事業を行う場合に限り対象となります。 

なお、風俗営業法上の性風俗関連特殊営業に該当する事業については、対象となりません。 

 
対象となる設備・資産 
（１） 器具及び備品（1台30万円以上） 
（２） 建物附属設備（1台60万円以上） 
 
措置の内容 

7％の税額控除または30％の特別償却を受けることができます（ただし、資本金が3千万円を
超える法人の方は、特別償却のみとなります）。なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引によ
り取得した設備・資産については、税額控除のみを利用できます。 
 

手続の流れ 

（１）税制の適用を受けるためには、認定経営革新等支援機関、商工会議所、商工会、都道

府県中小企業団体中央会、商店街振興組合連合会等から、経営改善に関する指導及

び助言を受けた旨を明らかにする書類の交付を受ける必要があります。 

（２）確定申告書等に必要事項を記載し、特別控除や償却額の計算等に関する明細書と経

営改善に関する指導及び助言を受けた旨を明らかにする書類の写しを添付した上で最寄り

の税務署に申告します。 

（３）取得等した設備について、取得価額等を立証できる資料の保存が必要です。 

 

適用期間 
   平成27年3月31日まで 
 

 お問い合わせ先 
国税庁、国税局（事務所）または税務署の税務相談窓口  
中小企業庁 財務課 TEL：03-3501-5803 

 商業・サービス業等の事業者が、店舗改装など経営改善に資する設備投資を行った場合に、税

制措置を受けることができます。 
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